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明治初年弘前藩の「帰田法Jをめぐる地主と農民

長 間 新 土
問

はしがき

明治初年の弘前落における「帰田法」については早くから紹介されている1)

が，従来「ゴ二族授産」研究の視点からのみ問題にされてきたこの「帰国法J

~，明治維新の土地変革過程のなかに位置づけ，その意義さと解明しようと試

みたのは，丹羽邦男氏の労作2)が最初である。すなわち，氏は， このわ帰

国法jの他藻のそれに対する特異性に着呂し，これを，僚主・家臣団を体制

的に「地主Jに転化することを企図した，領主階級の科書に基礎づけられた

土地領有制改廃の一典型とみなしている。そして，こうした土地領有制解体

方式が廃漆置察後の中央政府内部の「絶対主義官僚勢力jによって否定され

た時，はじめて地税改正と秩禄処分が具体的に日程にのぼるにいたつとみて

いるのであり，弘前議の「帰国法」は，高知藩の「禄券法Jとともに，明治

維新の土地変革の性格を解明する上に軍要な意味をもつものとして取上げら

れたのであった。

しかし，こうした意義づけが試みられているにもかかわらず， r帰回
それ自体の内容は現在十分に明らかにされているわけではない。たしかに，

前述のように，その内容と経過は阜くから紹介されてはいるが，それらはい

ずれも公刊のかぎられた史料・文献に依拠しており，めしたがって紹介され

た内容もごく概略だけにすぎず，不明の点がなお多く残されている。このこ

とは，同時に，丹羽氏によるこの「帰田法jの意、義づけないし性格規定にも

なお吟味の余地があることを意味してもいる。

すでに紹介されている範揺をこえて，以下にやや立ち入った考察を加えよ

うとするのは，この「帰国法Jのいわば第一段階をなす藩による地主からの

強制的な耕地買収(いわゆる「余白整理J)の方法と経過およびその間の地
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主・農民の動向であるO

弘前藩における「帰国法Jの成否は藩による地主からの耕地買収の成否に

かかっていた以上，その耕地買収の方針がいつ，いかなる経過をもって策定

されたか，がまず第一に明らかにされねばならぬ問題である。また、耕地買

収の対象とされた地主およびその保有地の小作人にとって「帰国法J(工大き

な衝撃であったことは疑いなく，とすれば，これが実施に移された時，彼等

が一体どのような動きをみせ，それにおjしまた藩当昂がどのように応じてい

ったか。さらに，耕地買収の対象となった地主のうち白から藩に沼地の献納

を申出ている地主も少くなく，なかには50町歩の田地主ど献納している地主も

あるほどで，弘前藩の「帰団法」の特質と，その意義を間賠にするに当ってち

このいわゆる「献回Jのもつ意味はまずどう説明されたらよいか。これらも

当然関われてしかるべき事柄であるにもかかわらず，これまでまったく不問

に付されたまま明らかにされていない。

本稿では，これらの諸点に照明をあて， 1-帰田法Jの一時宿をできるかぎ

り明らかにしていき7こし、と考える。この第一段階につづく第二段階としての

士族への耕地分与の方法と経過およびその結末までも含む「帰田法 j全体の

歴史的性格の検討は，まだここでの課題ではなく，これについては別稿を予

定している。

1) 者倉弥八「明治維新に於げる津軽議の士族授産と余回整理J(青森郷土会Fう
とうJ4号所収)， it'm秀造 F士族授産の研究J，IJ青森J泉農地改革史J等。

2) 丹羽邦男『明治維新の土地変革Jおよび「地主制創出の政治過程についてJ

(歴史学研究会編『濁治維新と地主制』所収入

3) 丹羽氏にあっても主に依拠した資料が n幹事王承昭公伝Jである震が明記され
ている。

耕地翼収方法の決定過程

藩が「帰図法」の実施，したがってそれにともなう耕地の買収合発表した

のは明治 3年10月10日とされている。同日藩主(知藩事〕津経承昭を含む藩

主踏部が木造村の官所iこ近傍の地主を招集し，版籍奉還後の家禄削減による
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亡と族の窮状とその救済の必要性を訴え，耕地分与による士族の「帰農Jを図

るため地主からの同地買収を「告諭Jしたのがそれである。そしてこの

には「団地引揚の方法ハ，拾町歩余持たる者より，拾町歩ハ残し与へ，

其余分を引揚る事にて，尤定価を以て返すべきなれども，目今疲弊の余，許

多の金を出す事力の及ノござる所なるを以て，明年より三カ年に配賦して，一

反歩金三間積りを以て償ひ与ふべき也。J1) と白地買収の方針が示された。

耕地買収の方法については，実はこれまでこれだけしか明らかにされておら

ず，あたかもこの「告諭書Jにおいて藩の最終的方針が発表されたものであ

るかのごとく説かれてきた。しかし，これは正しくなく，この時点で藩の方

針は最終的に確定していたわけではない。

「帰国法Jが弘前藩において一体いつ頃から計画されたか必ずしも明らか

でないが，明治 3年9月の「藩制J制定にもとづく藩制改革産後の権大参事

西館孤清の建策が発端のようである。 2) r津軽承昭公伝Jの鱗者は付記して
この間の事情を次のように伝えている。 r本藩ニ於テ時勢ニ伴ヒ，士族ノ秩
禄ヲ減定スノレニ至ノレヤ，孤清役ノ変遷ヲj同線シテ，其土著力食ノ策ヲ建ツ，

大参事国館融，山中逸郎之ニ賛同シテ公ニ上言ス，公，之ヲ採容シテ大ニ

ヲ決セラノレ L所アリ，其計画ヲ孤、清ニ委ス，孤清思へラク，此挙若シ其処置

ヲ誤ノレトキハ， 其成功難カノレベシト， 乃テ其予画ヲ密ニシ， 其計策ヲ深ク

シ，先以地方事務ニ熟達セシ大属織田虎五郎，権大麗長谷JII良八ヲ挙ゲテ厳

ニ洩瀬ヲ戒ム，市シテ其予踊熟スノレヤ，亦筏ニ庁議ヲ遂ゲ，公ノ裁決ヲ得テ

突如木造村ノ告諭アノレニ至ノレ，故ニ誰アリテ此予酒ヲ知ノレモノナカザシJ3) 

と。ただ，ここでも木造村における「告諭Jの時までに藩の方針が決定して

いたかのごとく記述されており，おそらくこれまでの説明はこのあたりに依

拠したものであろう。たしかに大筋のところは決定をみていたろうが，しか

し，この時点では，士族への耕地分与の方法はもちろん，耕地買収について

も細部にわたる具体的方針が確定していたわけではない。

明治 3年6月188r藩治験制」改正により藩機構は藩庁，
学校の 4分課となり，うち民事詩には租税，通高，山林，訴訟，庶務の 5
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が設けられたが， r帰国法」の立案担当機関はこの民事局租税箸で、あった。
円滑E司法Jの具体的方針の策定過程は租税著から藩庁への侍および藩庁のこ

れに対する指令を収録した文書頗4)によって知ることができる。これによる

と 3年10月訪日税税箸は次のような伺を出している。

今般町方拾町歩以上所持之分御賢人被仰付候共焔口村々之内田畑ニ市拾町

歩余所持有之者ぷ綿貫入不被仰付候而者至当之御所置無之様与存候間左ニ

ー，田方拾町歩以上所持ュ崩御貿入被イrp付侯者共之内畑方モ拾町歩以上所

持有之分者御買入被付~民様尤iを反歩ニ付を再弐歩代銀被下候様

一，所持之田方拾町内ニ市街買入ニ不相成候分者団畑合部拾五町歩以上所

持之部ノ、其者勝手ニ任セ田畑両様之内ニ市御買入被{rp付i侯様

右之通御開崩被{rp付度北段奉伺{災以上

この伺文には上部に藩庁の印が押されているのみで貼紙による指令事項の

記載がなくうそのまま裁可された形式をとっているので，この時点ではじめ

て買収の対象となるべき耕地の基準が決定されたことがわかる。すなわち，

木造村における「告諭Jの時点では白地10町歩以上を所持している地主の10

町歩を超過した分〔すなわち「余田J)のみが質収の対象とされていたのに

し，その枠がさらに拡げられ，畑地10町歩以上所持している場合にも10町

歩を超えた部分が新たに買収の対象に加えられ，また，岡地10町歩以下でも

田畑合計15町歩以上の場合は15町歩を超えた部分について回世田L、ずれかで買

収することとなったのであるO 5} 

.1，こだし，注意、を要するのは，これは，在方地主についてのみであって，町

方家業持の地主の場合は，この時点では所持地全部が買収の対象とされてい

たことである。

租税署は同年10月18日「今般国方御貿入之上士族卒江御割渡被仰付{渓ニ付

襟略手続左ニ申上侯Jとして「帰臼法jの基本方針を11項目にまとめて藩庁

に上申し，その裁可を求めているが，その第2項に次のごとく述べている。

一，御給禄有之社寺院並町方家業持ニ而田方所持有之分士族卒再様御寅入

御給禄無之社寺院銘々手作之分者従前之通被{rp付侯様
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但宮所備田:方等之義も同断御買入之事

ここで「士族卒同様御買入Jとは，この「概略手続J 1項の「士族卒田

方取持有之分比度被差立候定儲を以調買入被仰付設様Jを承けていて，従前

開墾等により私的所有を認められていた下級士族・卒の耕地も買収すること

とされ，その場合には全所有地が対象となっていたのである。同月(日欠〉

租税署の作成になる支藩黒石領内への布告案の一節「士族井医師御給禄有之

社寺院其外町方家業持ニ河田畑取持有之分不残御買入被申付候条」云々は，

このことを明言している。ただ，土挟・卒の場合にはいずれ耕地分与にあず

かるのだから，従前の所有地をそのまま所有したL、者には配分面積相当の丹

だけ(所有地が配分面積に満たぬ場合は新たに追加される〉これを認める方

針で、あった。

ところで， 10月訪日上申の「帰国法Jにかんする「概略手続Jには，さら

に耕地買収の方針として次の二点があげられている。第一は， r黒石領結石
田方取持之分差除キ共余拾町歩己上取持有之分御貿入被仰付候様j とあっ

て，弘前領内在方地主の黒石領内における所持田畑は対象からはずされてい

ることであり，第二は，そしてこの点はその後の方針変化との関連で重要な

のだが， r街]買入国方之内士族卒又者市在之もの江質入致置侯分銀主江御定
代金被下霞御手i上ケ被仰付候様」と述べ，質入国畑はすべて質取主から

げることとしている点である。

さて，この「概略手続Jによって耕地買収方針の大綱は策定されたとみな

してよかろうが，しかしこれとても最終的なものではなく，その伺の米尾に

「猶委細之義者追々取調可申上と泰存侯Jとあるように，租税署においてそ

の後もなお検討が加えられているのであり，間もなく，如上の方針に対

干の，しかも重要な修正・追加がなされたのである。伺はいずれも10月，た

だし日付の記載がないので蔀後関係は明らかでなし、。

まずその第一は， r今般国畑御買入之犠黒石領越石田所持之分差除キ其余
御買入被{!p付候共御当領国期黒石市在之もの共持抱之分御買入不被抑付技師

者不釣合ニ松成候Jとして，黒石領内地主の弘前領内における保有地も買収
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の対象とされたことである。また，租税署はJ3IJの伺の中で下記の二項目をか

かげ，いずれも「可為伺之通事Jと指令された。

一，町方家業持ニ而田畑所持之分御買入被1m付候得共弘前再浜之外浦々之

儀者家業部己ニ関全く活計之目途不相立候間在方並合御買入被仰付候様

ー，御賀入田畑之内返り証文知之儀者本証文江売返し之訳書言有之且拾ヶ年

己米之証文ニ荷未た年摂棺係候分者観J51抜余ハ不残御買被{!p付侯様

すなわち，第二に， 「概略手続Jでは町方家業持地主の場合所持田畑

すべてが買収の対象とされていたが，それが修正されて，在方地主同様団地

10町歩，国畑15町歩の保有を認められたのであり，第三に，さきに費取主か

らすべて質収するとされた質入団畑については，過去10カ年以内(すなわち

安政6年以降〕の質入れで未だ年季が明けず，しかも質地証文に請戻しの条

件が明記されている場合にかぎり，その部分を対象から除くこととしたので

ある。

以上，藩の耕地質収方針の決定過程を跡づけてきたが，これに関連してい

ま一つ注目すべき事実がある。それは地主からの耕地買収に当って分地制限

令が再度発動されたことである。すなわち 3年10月12日担税署は下記の伺

を出し， I申出之通其署より布令官I有之{民事Jと指令された。

在方子弟別宅之犠者年令井妻子員数治定も有之処治定法に相反し願出茂無

之内ニ男IJ宅致居候者{撞有之趣相聞得不均ニ付精々御吟味之上右様之者本家

江守lr度之上厳重御所罷1iJ被$付候間不心得之者無之様村役共ニ而精々申付

候様

右之趣五官所江調布令被仰付可然泰存候

ここで「治定法Jとは年齢40歳未満の者の分家・分地主f禁じた享保11年 3

月の布令6)を指す。この何文および布令案はとくに耕地買収に触れていない

が，両者に筏接な繋がりがあることは云うまでもない。つまり，耕地買収の

対象となる地主には一定眼度の土地保有を認めているのだから，分地により

地主保有地が分散・縮小すれば質収の対象となるべき耕地面積が縮小するこ

ととなる。しかL-，土族への耕地分与のためには一定面積の耕地はこれを確
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保しなければならなし、。分地制限令は，まさにこの要請にもとづいて，分地

による買収予定面積の縮小を阻止するために発動されたものにほかならなか

った。

この分地制限令は，次節にみる「帰田法J実施発表後の地主からの相つぐ

分地許可顕に対応するものだが，分地許可基準年齢に達している場合には藩

としてもこれをど承認せざるをえず，その後10月下旬，下記のように，租税箸

は買収耕地面積に感じて分地面積を制限しこれを許可する方針を樹て，翌日

月「年齢相当之分者調帳之内何ブJ5分地致度旨早々申出候様Jと管下に布令

した。

一，田方拾町歩己上所持之もの共御貿入高之内配当別~成瀬出無余義情実

有之言者年齢四拾歳己上家族多少を不論御開届被仰付{炭様尤拾町歩以下御

買入ニ可相成分者壱町歩丈ヶ拾町歩己上御買入可椋成分者壱町五反丈ケ

迄規数定之上御許容被仰付候様

但男IJ宅成之儀一家壱戸ュ不限事

さて，以上の検討から「帰国法」における耕地買収の具体的方針が最終的

にほぼ決定をみたのは明治 3年10月末としてよかろう。ところで，以上に跡

づけた耕地買収方針の変化の過程で、注目すべき点は，木造村における「告諭j

の時点から「概略手続j策定まで、は，買収耕地面積セ拡大させる方向に方針

が修正されているのに対し，それ以後の修正は一つを除き買収面積の縮小を

結果ずける内容のものであったということである。この「概略手終J以後の

方針変化のもつ意味を明らかにするためには，まず藩が「帰国法J計画当初

においてどの程度の面積の耕地買収を目論んでいたかを知る必要があるO 現

在のところその手掛りとなるのは「概略手続Jの次の一項である。

一，士族卒江田方御分与之義者村位田位之高下ニ組ひ出穀高之内御収納丈

ヶ2長時き其余作得米是迄之錦絵禄高江相当致し{民様御鰯渡被1rn付{侯様

但 f乍得米御給禄江相当致f民様御割渡被仰付候市iも村所遠近地所善悪

も有之義ニ付役禄之高下言f不論詰j耳元を以分賦被イTn付候様

これにより， I概略手続」作成の時点では，士族・卒への耕地分与は，そ
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の耕地(大部分は問地〉の収穫高から貢組を差引し、た部分(作得米〉が耕地分与

をうける士族・卒の家持とほぼ一致するよう家禄の多寡に応じて面積を割出

し，これを分与する計画であったことが知られる。したがって，この計画実

現のために必要な耕地面積を推算してみればこうなる。耕地分与の対象とな

った家禄15俵以上の士族数 1，938名 7)その家禄合計79，340俵 8)俵 4斗と

して31，736石。弘前藩の貢祖は6公4民の定免告Ijであるが， ['青森県租税誌』

の記述9)を仮にそのまま信用するとして実質的な貫租負担率を 4公6民とす

れば，この家持を「作得米Jと見倣した耕地の総石高は52，893石となり，中

村中間の推定反当実収高 1石 5斗10)を{反に平均反当収穫高とすれば，面積3，

526町2反となる。ただこの推計の基礎の一つである家禄合計は士族のそれ

で，耕地分与の対象となった卒族の分は加算されていないので，これも計算

に入れると面積は若干上廻ることになる。しかし，ともかくおおよその見当

として 3，500町歩程度の耕地(岡地〉を確保する必要があったとみてよかろ

う。とすれば，この 3ふ00町歩とL、う耕地面積こそ「概略手続Jに盛られた

耕地買収方針の基礎ないし前提であったと考えてよかろう。しかしラ官官述の

ように，耕地買収方針はこの「概略手続Jをもって確定したわけではなく，租

税饗内のわj靖国法J立案担当者によって検討が加えられてし、く過程で細部に

わたって具体的方針が決定されていったのである。そして，この過程は実は

次節にみる「帰国法J実施発表後の地主・農民の動向と密接な関連をもって

いたのであるが，とにかくこの買収方針の変化とともに結局買収耕地面積は

当初の予定を下想って 2，894町歩余となり，これにともなし -卒への耕

地分与の方針も大きく修正されざるをえなかったのであった。 11)

1) r津軽歴代記類j(みちのく双主導第8集)P .361 
2) r津軽落!日記伝類j(向上第5集)P .355 
3) r津軽承沼公伝jP .284 
4) 1"田畑御頁入一件留J3冊(弘前市立図書館歳。以下にかかげる基礎史料も

すべてi可館所蔵のものである〉。

の すでに紹介されているように，藩に資収または献納された耕地は忠治のみで、
なく501llT余の畑地も含んでいるが，これは以上の耕地質収方針の変化にもと
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づくものである。これまでに紹介された耕地質収方針すなわち前記「告論番J
に示された方針のみをもってしては，この点の説明はつかない。

6) r享保十一年三月朔日，百姓のご・三男年令四十以内，勝手ニ分家，別家，
致竃立候儀，厳禁被仰!日j候。Jcr津軽震代記類』上， P .187)。

7) r御家中在住ユ付御手当籾渡l隈JC 4冊〉による。
8) 向上。{旦し償典禄等は含まれていない。

9) r青森県租税誌前編』上(みちのく双書第11集)P .260 
10) 中村中田 1反の「分米J1石 6公4民として正程6斗となるが，この正租

6斗は実収高からすれば4公6誌の負担率となるというから，実収高は1石

5 斗ということになる。ただ，地租改正待の~文穫最調査によれば，反収 1 石

5斗は「上等村」大光寺村のそれに属しcr府県地租改正紀婆J1)，したがって
やや過大な数字とも云えるが，大光寺村の場合は他の資料(菊池建捻「津軽

地方に於る小作米の理由Jr近世地方経済史料J第8宅金所収〉によれば反収
はこれをはるかに上廻る計算になり，又買収の対象となった田地が地主保有

地として熱田であることを考慮に入れれば 1石5斗を王子均反当収穫高とみ

てもさしたる不都合はないて‘あろう。

11) この耕地質収方針の変化にもとづく貿~又耕地頭積の縮小に規定された耕地分

与方針の変化は， r帰沼法Jの意義を問題にする際重要な意味をもつが，こ
れは本稿の課題外であるので他の機会に詳論したい。

2 耕地買牧をめぐる地主と農民

藩が木造村において「帰出法」実施主ど発表した時，これに対する地主の態

度が『津軽承昭公伝Jの次の記述のごとく「其告諭タノレ，強迫威圧ナグ，懇

切周到理ヲ葦シ，勢ヲ説キ，彼我諜ヲ以相接シタノレガ故ニ，富豪等感動スノレ

所アリ，1雪ニ余回購入ヲ諾シタノレノミナラズ，奮テ献進セントスノレモノアノレニ

歪ノレJCP.284)といったようなものでは決してなく，藩権力の威嚇の前にやむ

なく耕地買収に間意ぜざるをえなかったというのが実常であったことは，す

でに紹介ずみのことりで疑う余地がなL、。それはそれとして，たとえ強圧的

であったとはいえ，地主の全部がまったく無抵抗に藩の耕地買収に応じてい

ったとすれば事態はあまりに単純すぎるO この耕地買収が既成の地主的土地

所有を基本的に否定する内容のもので、あった以上，地主およびその保有地の

小作人を含めた一般農民に深刻な動揺をひきおこし彼等がこれになんらか
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の抵抗を試みたで、あろうことは容易に推測しうる。以下，きわめて眠られた

史料であるが， I帰国法」実施発表直後から11月にかけて，地主・農民から

耕地買収に関連して審民事局宛提出された請願書類の内容分析を通じて，こ

の間の様相をうかがし、みることにしたい。

この請願書類は，管見のかぎりでは「党J( 1間)， 1-諸願書頴J(l冊)，

「田畑御買人一件留J(3冊〉等の表題の付された文書麟〈いずれも弘前市

立図書館蔵〕に含まれているのがすべてで，願出件数89件，願出入 107名を

かぞえる。 2)内訳は，分地許可願54件(人員47名)，質地諸民し顕25件(人

員51名)，その地10件(人員9名〉 であり 3)分地許可顕と質地請戻し願が

ほとんどである。前者はすべて耕地買収の対象となった地主からのもの，後

者は買収の対象とされた質地の質置主(質池小作人〉および質取主(地主〉

からのものである。まず前者からみていこう。

分地許可顕は，いうまでもなく，耕地買収の対象となった地主が，自己の

保有地主ピ子弟または親類識者等に分地することを許可してもらうために願出

たものであるが，そこで願出された分地面積は大は33町2反からノトは6反 7

畝まであるO 最大の33町2反は，結局獄図50町歩，質上68町歩，合計 118町

歩という，麗積の広さから第二番目に位する田地を藩に引揚げられた浅瀬石

村鳴海久兵衛家の後見人鳴海長左衛門からのもので，後見人ほか 1名に対す

るそれぞれ250人役(1人役は200歩，したがって16町6反〉の田地譲渡の

許可を求めたものである。 4)また藩にヲi揚げられた団地の広さから 4番目に

位置する同村の北山長次郊(献沼25町歩，買上71!liy歩〕からも，次男へ7町

3反14歩，別家の養子へ4町 1反 3畝 8歩，弟へら町 1畝26歩，ほかに6反

8赦歩，合計16町4反 9畝余の分地願が出されている 05}細越村木村小兵衛

からの請願書には，下記のように，自己の所持地から控除さるべき部分を克

明に記載し併せて賃収の対象となるべき白地面積を自から算出記載してい

る。

EB方43町2畝26歩の内

8反5畝22歩 「吉太郎へ譲呉候分J
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4反2畝8歩 「幸次郊へ譲呉候分J
8反4畝28歩 「祐右衛門返り証文差出候分J
11町2反2畝歩 「弟友吉へ譲呉候分J
6反5畝19歩 「高田村作お衛門江返り言注文義出侠分J

I反2畝18歩 「右i可断」

2町 111白父栄太郎江言葉呉候分」
10町9畝23歩 「被下賞候分」

メ 16田J2反2畝28歩

51残 26担了7反9畝28歩 「再三差上鉄分J

すなわち，これによると，本来買収の対象となるべき，田地10町歩〈ここで

は10町9畝23歩〉を超えた32町9反 3畝3款のうち，分地として 4町5反，

質罷主へ譲返すべき分として 1町6反 3畝5歩，合計6!IlJ1反 3畝 5歩は，

これ合控除してもらいt.::..'v、旨を願出ているわけで，もしこれを承認すればこ

の分だけ藩の買収面積は減少するわけであるO もっとも，これでもなお26防

余の田地が買収されることになるが，例えば赤間村甚兵衛の場合のように，

田地16町のうち弟へ 3町 3反 8歩，妹へ2町 3反 2畝10歩の分地念願出，本

来 611lJ歩が買収されるはづのものが 4反以下に減少し，事実上，田地10町

歩以上所持していても耕地買収の対象から除かれる結果となる事例7) もあ

る。

請願の内容にはこれ以上立ち入らないが，こうした「帰旧法J実施発表産後

からの相つぐ分地許可願に対し，藩当局は，そのほとんどを「年齢不相当ニ

付J，I差捧之筋有之J，I初発調帳ニ此分ケ無之ニ付J等の理由をもって拒否

した。すなわち54件中不明 3件 8)承認 1件，その他3件を除く 47件はこと

ごとく「不採用jとなっている。これら分地顕が買収耕地面積の縮小を結果

ずけるものである以上，藩としても到底そのまま承認しうるはづのものでは

ない。分地許可願54件中，願出分地面積が正篠に判明する分32件の分地要求

面積合計は168町3反 2畝で，これは，これら願出入32名の買収対象商積699

m了余の23%に当る。この比率からみても，分地願を仮にすべて許可するとす

れば買収閣積が大巾に減少することは疑いなく，それでは「帰罰法J実施に

重大な支障を来たすことになるO このように，分地許可願のもつ「帰国法J
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に対ーする否定的性格，したがってそこに消極的とはいえ地主の耕地質収に対

する抵抗の跡を読みとりうるとすれば，逆に，藩当高がそのほとんどを否認

却下した訳もまた自から明らかであろう。

ところで，藩当局が「不採用Jとした理由の一つの「年齢不相当Jとは，

前記の分地制限令における分地許可基準年齢40歳に満たないことを指す。理

由のいま一つに「初発調帳ニ此分ケ無之ニ付」とあるのは若手説明を要する。

「初発調帳Jとは， I帰国法J実施発表産後地主からの所持田畑の申告にも

とづいて作成された，質Jti(の対象となる田畑の調帳を指し，したがって，この

調帳に分地に関する記載がないのでこれは認めない，とし、う意味になる。つ

まり， I帰国法J実施発表以前にすでに分地していることを理由に，その部

分を買収の対象から除いて欲しいことを願出ている場合も，調帳にその旨拐

されていない9)以上承認できぬとして，藩は一切これを取上げなかったの

であった。

しかし，前掲の赤田村甚兵衛の事例についていえば，一件につき 3町歩以

上の分地が願出されており，この場合には弟，妹いずれも40歳未満で分地制

限令に抵触するため「年令不相当」として拒否しえたが，仮に分地許可基準

年齢に達していたとすれば，少とも分地それ自体は藩としてもこれを承認せ

ざるをえなかったはづである。まさに，こうした栢つぐ分地許可顕に産面し

て，前述のように，藩当局は分地面積に一定の制限を付してこれを許可する

方針をたて， 11月これを布令したので、あった。しかし，この分地許可面積を

厳守する方針はどこまでも貫ぬいた。これは，赤坂村孫右衛門，女鹿沢村源

左衛門および椋四郎(岩村不明) 3名からの願出に対する藩の態度によって

明らかである。 10)支えに「その他 3件jとしたのがこれである。すt.f.わち，

さきに孫布衛門の;場合は 1町5反歩， r原左衛門， i原四郎の場合は一町歩だけ
分地を許可されたのに対し，それでは分地した先の「家内渡位相成兼Jると

して当初の要求どおり，話右衛門は 1町6反 9歩，源左衛門は 1町2反 3歩，

j原四郎は 2lllJ7反 9i玖6歩の分地を許可してほしい旨再産額出たので、あった

が，いずれも藩当局の容れるところとはならなかったom
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ところで，さきほど，地主からの栢つぐ分地許可願の中に，消極的とはい

え耕地買収に対する地主の抵抗の姿勢を見出しうる，としたが，これには，こ

れら分地許可願のすべてが必ずしも分地による子弟・縁者の農業経営の自立

化を真に意、関して出されたものではなく，まったく買収耕地面績の縮減のみ

を企関して，名目的に分地の形式をとろうとしていたものがかなり含まれて

いた事実を想定しうることにも一半の理由がある。青森米町の間沢屋伊兵衛

からの分地による家名再興顕およびこれに対する民事局租税署の見解 12)は，

これら分地許可願の真の自的，隠された性格の一面を知らせてくれる。長文

だがかかげておく。

乍恐口上書奉J:二候私儀祖父口口組百姓伊右衛門跡去ノレ寛政六寅年家内死絶

ニ相成其後数十年来家名相廃罷在鏡ニ付白夜再興之儀心懸当，七月諸親類江

右跡再興之義熟談ニ及候処幸イ私所持之白地茂御座侯ニ付右田方弟伊作与

申者浦町村江為引越手作之上前死絶名跡再興願之儀一決仕龍在中候然/レ処

此愛重キ被仰出ニ部白方御取調之上御買上被仰付候部者数十年来心懸侯死

絶跡再興之義も出来不$何共歎敷次第ニ奉存候開何卒格段以翻仁慈弟伊作

江前田方手作之上死給再興之義被仰付被下置度奉顕上侯開幾重ユモ格段以

御憐愚被仰付被下置度乍恐右之段宜敷御沙汰奉仰侯以上

十月 西沢
伊兵衛

奥村定合殻

吉ti議之通願出ニ付篤与亡l口口候処531]紙由緒書*退去帳相添己之趣相違無御

座{民間格段以銅憐感所持之白地御下被下置弟伊作江手作被仰付先祖再興被

イrp付被下壁度此段奉願上{候以上

十月二十五日

奥村定吉

大正屋調中

租税署

別紙青森米町西沢口fJt兵衛犠所持之浜田村領田方五町歩余弟伊作江相譲浦
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町村江引越せ祖先続柄之油J!I村伊右衛門寛政年中死絶跡再興仕セ度宮中出

口己口青森表租税署評議之表も御座候得共既ニ七拾年来以前死総之家名手年

興之熱願ニ候ハ L今日迄ニ差追可申筋無之旦浦町村江ヲi越之都合相違無之

候ハ L兼部家畳舗等羽!l*置可申筈与奉存侯然ニ{華々小者江{昔宅之上五町歩

余E8方手作杯与唱侯犠者全く名目を偽り候之所持ニ相見得右様之顕御採用

被仰付候百言者追々類例之願出難取防努差陣之筋御控{民間調採用難被仰付奉

存侯

十一月十八隠

すなわち，寛政6 (1794)年以来断絶の家名再興のため，弟へ問地五町歩

余を分地し，浦町村へ家作のうえ手作させたし、とL寸時沢屋伊兵衛からの願

出に対し，租税署は， 76年間も放置しておき念、に家名再興とは納得できず，

Lかも引越の上5町歩も手作させるとなればあらかじめ家屋敷を買求めてお

くべきであろうにそうした措置を講じていないところからみると，分地に名

を借り該団地をそのまま所持し，i穏による買収からまぬがれようとしている

ものと考えられ，これを承認しては同様の願が続出して収拾がつかなくなる

から許可すべきではない，との意、見守ピ具申しているので・あって，この租税署

の見解は，請願t8否のfこんなる口実ではなくラおそらくこの分地許可願の

の目的を見抜いたものと思われる。そして，こうした意図から発した分地許

可願はひとり潤沢監伊兵衛の;場合だけでなく，他にも多く

かろう。

たと考えてよ

さて，以上は耕地買収をめぐる地主対落当局の動向であるが，耕地の強制

的買収が地主のみならず一般農誌とりわけ耕地買収の対象となった地主保有

地の小作人の間にも大きな動揺を引きおこしたことは疑いを容れなし、。 3年

11月藩は次のごとく布令しているO 13} 

ー，今般御都合向有之在方重立国拾町歩以上御貿入被仰付侯処追々拾町歩

以下取持之者とも増御質入ニ可相成哉之趣意ニ而下在ニ五リ不穏、趣柱l開

得候ニ付監事以上説諭ニ及候連右様之儀ハ決而無之校猪治手之者共自然

右様不束之義申唱員心疑惑為致侠者於有之而ハ厳重札明申付候開銘々安
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堵之上産業相励候様

一，村々之内自分持抱田方無之此度御買入ニ可相成田方之内当作いたし家

内養育来侯小作人共追年越之心配ニ渡是叉疑惑いたし居者も有之趣相聞

得飯令士族在着之湯ニ及如何体之義有之共何等難渋ニ不相成候様御取直

之次第も有之{畏ニ付銘々安堵是迄之通耕作出精いたし候様右ニ付取調有

之候間's¥j紙之適当月中管轄之官所ニ市吟味之上差出候様被中付候

OJJj紙略〉

耕地の強制的買収が団地10町歩以下保有の地主・農民に不安を与えたばか

りでなく，小作人の開にも多くの[疑惑Jを生じさせた事情がここに語られ

ている。問地10町歩(回畑15町歩〉以下保有の地主・農民の場合は，落の耕

地買収基準が動かぬ限り問題は生じないが，小作人の場合は，この基準が国

定的であっても，質収された小作地は新たに士族に分与されるわけであるか

ら，小作地取上げまたは小作料引上げ等を当然予想、したで、あろうし，一般の

地主・農民間様あるいはそれ以上に動揺したに違いないのである。したがっ

て， $~妥当局も，これら地主・農民および小作人の不安を除き，耕地買収をス

ムーズに行うため，買収は白地については10町歩を超えた部分のみを対象と

することな改めて明示する一方，小作人に対しては「如何体之義有之共何等

難渋ニヌド初日成侯様御取産Jしする旨を確約したので、あった。

しかし，この布令により小作地に関する問題が治滅したかといえば決して

そうではなく，耕地買収ないし円清田法J実施は，質地小作に対しては重大

な結果をもたらしたのである。

前節て、みたように， 1警は，買収の対象となった耕地のうち質地については，

まずこれを質取主に代金を交付して引揚げる方針を立て，間もなく，質地年

限10カ年以内の年季明け前の質地で，しかも費地証文に請戻しの条件が明記

されているものにかぎり，買収の対象から除く方針を決定した。これは，あ

たかも，相つぐ分地許可顕に麗面し，それに押されて分地に関する具体的方

針樹立の必要に追られ，分地制限令を再発動する一方，制摂令に抵触しない

かぎり一定限度の分地を許可する方針を立てたのと馬様，以下にみるような



132 経済学研究第13巻第3.4号

「帰国法j実施発表直後からの相つぐ質地請挺し願に車問して，質地に関す

る具体的方針樹立の必要に迫られた結果にほかならないが，この方針がどこ

までも貫ぬかれるかぎり，口約束による費地慣行および年季明け後でも借金

弁済による しが可能であるような質地慣行が一般的である場合，ことは

きわめて重大となる。さきに件数のみをかげた質地請戻し顕の内容とこれに

対するF妥当局の処理のあり方から，この点を検討してみよう。

質地請戻し願i土質量主からのものがもちろん過半を占めるが，質取主から

質地の譲i乏しを願出たものもあり，また貿取主・質置主両方から同時に議顕

している例もある。結果からみると，願出件数25件中，承認、2件，不明 4件，

残り 19件はすべて「申出之趣約定而己ニ而証文取替セ無之ニ付Jまたは[規

則ニ招叶不ゆ侯返リ証文ニ付Jとの理由(それぞれにつき表現は必ずしも一

致しないが，理由は大731]して以上の二つである〉により却下されている。理

由の第一は，葉地請戻しを認め，したi);って買収の対象から除く場合の所定

の方針に明らかに抵触していることを示すもので，例えば，清野村万十郎ほ

か17名からの請願14)のように，費彩、主たる弘前亀甲町三国罷il原八と質置主た

る誘願人とは代々出入関係にあり，したがって証文はなくとも請戻Lの件は

で諒解づみである旨を訴えている場合でも，全く取上げられていな

い。第二の理由で却下されている場合についてみると，大部分は「返り証文」

付ではあっても10年以前に質入されたもので，これまた藩の所定の方針iこ抵

触している場合であるが，なかには過去10年以内に質入され，しかも年季明

け前のものであるにかかわらず却下されている例も 3件ある。おそらく証文

の記載内容に藩の方針に抵触するなんらかの欠陥があったものと思われるが

明らかでなし、。ただ，この例の一つである板屋野木村の地主松山宇兵衛(162

町質板。被買収面積第H立〉からの笠地譲返し願に対する藩当局の処理の仕

方15(は注自されてよし、。すなわち，請願の内容は，慶応 3年春四子村百姓源、

七から田方 4反 4畝z歩を代銀 1貫 420匁にて受取り，証文に当年(明治 3

年〕誇戻の約束があり，質置主からも代銀引擦のよその要求があるので，こ

れな許可してほしい，というものであるが，落当局は，申出之趣返サ証文
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規尉ニ椴叶不申且源七持高帳吟味之処田方ニ間九反二十歩畑方三反四畝二十

三歩所持有之候間生活之為難渋与申犠無之筈ニ付御採用難被中付侯Jとこれ

を却下した。ここで「返り証文規則ニ柏叶不申」とある点は，前述のように

兵体的内容は判明しないが，これと並んで，質援主所持の問畑函積から推し

費地請戻しが必要のものと思われないという点も却下の理由のーっとなって

いることは，請願人の質地請戻しの必要度も，講顕採否を判断する基準のー

っとなっていることを示している。このことは，請願のほとんどが規則に合

致しないと担百されている事実からみて，たとえ規則に合致社ずとも質地譲

しが緊急に必要な場合はこれを許可ーする方針であったことを物語るもので

はなくラ逆に，たとえ請願の内容が規則に合致するものであっても，質地請

戻しの必要性がさほどないと判断した場合には，証文の記載内容になんらか

の欠陥を見出し，その理由と併ぜて請願を拒否し，質地もできるだけ多く買

収の対象に組入れていこうとした藩の態度を示すものといってよL、。

質地語英しが許可された2件ば，上十!II村宇野儀助からの質地譲返し願16)

と上木造村伝兵衛からの請戻し顧問である。前者には質置主からの顕も出て

おり，天保 3年質置主の長男成人の節請戻しの約束を証文に明記して質入さ

れた白地9反 6畝余の譲返しを請願したもので，所定の質地年限を超えたも

のであるにもかかわらず「証跡分明ニ付Jとして「採用」になっている。後

者は，所持団方22町余を[先年一Jr内通不繰合ニ而j費に入れたが，質取主
からすべて藩に買収されては「家内離散」の状態に立ち至るので10町だけ請

しを許可してほしいという願出である。これに対し吉野は「当座差繰之為引

当之田方時之御都合ニ寄重立之身分一時高無と成下リ侯儀於情実ニ難忍次第

ニ付臨時御評議を以Jて6町歩だけの請戻しを許可している。いずれも特殊

事情を考露、された特例とみてよかろう。

以上のように， r帰国法 j実施発表直後から相ついで出された質地請戻し
および譲返し顕は，ともに若干の例外を除き藩当局の承認するところとなら

ず，たとえ藩所定の質地請戻し司ニ可基準に適合している;場合でも時によって

は請願人の質ill!.1請戻しの必要度に賠らして却下されている。云うまでもなく
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こうした費地請戻し願に対する藩当局の処理のあり方は，士族への耕地分

与のため一定面積の耕地はぜひとも買収・確保しなければならぬという絶対

的要請に基礎をおくものであるが，それが質置主たる下関農民(質地蔵小作

人〉に与えた影響は決定的で、あった。

当時，弘前藩においては質地誘震しに関する請願の内容からみて，口約束

のみによる，または年季を定めず金子有合次第請戻すとL、う条件による，さ

らには年季明け後も請戻しが可能とされたような質地慣行が一般的であった

ように思う。幕府法令としては，すで亭保6 (1721)年にかかる質地慣行に

規制を加え，証文記載の請戻し条件に芯じて諸民し期眼を定め，さらに「自

今以後は賀地之年季拾ヶ年に可相隈事jと質入年季を10ヵ年とし，その期間

以内に講戻さぬ場合はすべて流地とされていたが 18)弘前藩においては当時

なお如上の費地慣行が一般的であったに違いなし、。にもかかわらず， I婦問

法」実施にもとづく藩の地主からの強制的耕地買収は，従来の質地慣行を一

挙に破砕する結果となり，質地小作人の多くは質地請戻しの可能性を全く失

うことになったのである。明治 3年という時点で，しかも既成の地主的土地

所有に対し否定的意義をもっ「婦問法J実施過程で，かかる事態が出現した

ことは注目さるべき事実である。本来，質取主の権利と利誌を保護し，した

がって地主的土地所有を安定させる作用をもつはづの質地年限の制限および

流地規定が，ここでは，地主からの強制的耕地買収の一手段として発現され

たのであった。 19)

さて，以上， I帰田法」実施にもとづく藩の耕地買収をめぐる地主・農民

対薄当崩の動向をみてきたが，以上の検討で明らかになった事実右前節で検

討した耕地買収方法の決定過程と関連づけていま一度整理・要約すればこう

なるであろう。

明治 3年10月10自の木造村における「帰図法j実施の布告は，亡と族iこ対す

る耕地分与の方法はもとより耕地買収に関しても具体的方針を確定した上で

のものではなく，その後民事局租税努において検討が重ねられ，間月18日策

定になる「概略手続Jをもってほぼその大綱が決定をみた。しかし， I帰ER
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法」実施発表直後からの相つぐ分地許可願，質地請戻し願に富田して，

局はすでに大綱を決定していた耕地買収方針の再検討の必要に迫まられ，短

期間に当初の方針を修正しつつ逐次具体的方針を練り上げていった。それ

は，町方家業持地主からの耕地買収方針の緩和 20)制限を付した上で、の分地

承認・費地請戻し承認というように，部分的に地主・農民に譲歩する内容のも

のであり，こうした方針変化は買収耕地面積立と当初の予定より下廻わらぜる

結果となり，ひいてはん、ずれ別稿であらためて詳論するように，士族への耕

地分与方針の変化を通じて「帰国法Jそれ自体の内容と性格にft響を与える結

果となった。しかし，部分的には地主・農民に譲歩しつつも，最終的に決定

した耕地買収方針はこれを堅持し，落権力の発動によって一定面積の耕地を

買収しえたばかりでなく，その多くの部分を地主から献納させたのであり，

ここに，他i審のそれと比較した場合の， 後進地勤皇i寄たる弘前 i苓における

「帰旧法jの特費の一つが見出される。

次に，地主からの薄に対する白地の献納，いわゆる「献回jの意義を検討

しよう。

1) ~青森県農地改革史~ P .57， U黒石百年史~ (黒石市役所)p P .12~13 

2) ただし，実際には請願件数・人員ともにこの数字を上廻るものであったに逢

いないと考えられる。というのは，この文書綴には同一人からの二度目の誘

願議はあっても最初の請願書が欠務している例がこ・三に止まらず，したが

ってこれら交著書綴はすべての請綴著書類を包含しているものとは思われなし、か

らである。しかし，地主・農民からの誇際の内容とそれのもつ意味は，この

奴られた毒事例からでもかなりの程度明らかにしうる。

3) 件数と人員が一致しないのは，同一人が2度以上論駁している場合，または

数人逮名で諮顕している場合があるからである。

4) I覚J

5) 

6) 向上。

7) 1-党J

8) これは務当局の指令交が記載されてある貼紙が欠落しているものである。

の これはおそらく「帰罰法」布告以前に実際に分地していたにもかかわらず，
その分地が享保11年の分地制限令に抵触するものであったため藻の認可をう

けたものでなく(こうした分地が相当みられ享保11年の分地制限令が当時か
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なり弛緩していたであろうことは，前節に掲げ‘た分地制限令再発動の布告文

から明らかである)， したがって「調候」作成時点でその旨申告しなかった

ためか， あるいは実際には分地していないにもかかわらず，畏収される耕

地面積を縮小させようと図り，あたかもすで分地していたかのごとき理由を

付して願出たことによるためであろう。この理由で‘議療を拒否された地主に

は，このこつの場合があったと考えられる。

10) 1諸願書級J

11) ただ例外として10町歩の分地を許可されている例が一件ある。これは板屋野

木村松山宇兵衛の場合で，おそらく 162町の問地を質収されたほどの大地主

であったことが特殊事情をなし特例として許可されたものと恕われるが，

原資料 (1回焔御寅入一件留 一J)にはすでに許可された分地10町歩につき

その所在地を記載した何人からの再度の承認阪があるのみで，最初の議願警

と落がそれを許可した理由文が欠落しているので，いかなる事情によるもの

か具体的には切らかでない。

12) 1諸願書綴J。図に，この西沢屋伊兵衛は次節でふれる青森商社設立の際の「
荷担人」の一人である。

13) IEE焔御質入一件留一J
14) 

15) 向上。

16) 1田畑御寅入一件留 -J 
17) 1田焔御頁入一件留二」
18) Ir日本財政経済史料J第2巻 P .958 

19) しかし，士族が耕地を分与されて間もなくそれを爽失し，蒋:び地主のもとに

集中されてし、く過程を問題にするとき，これは客観的には臭った作用を及ぼ

したものと捉える必婆があるが，この点については別稿でふれる予定である。

20) この買収方針の緩和も，この間の町方地主の動向と深い繋がりがあるものと

考えられるが，残念ながら明らかにしえない。閣に，耕地買収の対象となっ

た地主281名のうち町方家業持地主と推定されるものは87名である。

3 1菰田Jの意義

「帰国法J実施に当り最終的に落の手に帰した耕地面積は，田地2，874町

6反 9畝歩余，畑地50町 2反 6畝歩，ほかに「組備宮田J20町 3反歩余，合

計 2，945町z反 5畝歩余である。 1) I組備官回jを除く回畑 2，924町歩余に

は土着士族・卒，社寺院からヲi揚げた部分も含まれているが，大部分は既述
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の賀紋方針にもとづき，在方および町方の地主から引揚げられたものである

ことは云うまでもなし、。しかし，そのすべてが買収面積ではなく， 1比国畑ノ

三分ノーハ献進ニ係ルモノJ2)であった。もっとも，この 3分の 1という割

合はやや過大であるように思えるが 3) とにかく地主からの「献田J面積が

かなりの部分を占めていたことは事実である。人員で云えば，耕地買収の対

象となった地主281名のうち46名が団地を献納している。の「献回J面積は，

大は50密J，小は 5反であるが，大部分はら町歩以上の「献回Jである。ただ

し，これら地主のすべてが「余田Jをことごとく献納しているわけではなく，

15町歩以上の白地を献納している地主17名にあっては，それは「余田jの一

部で，残部は買収されている。

ところで，前節で明らかにしたように，藩の強制的耕地買収に対し，地主

の多くは，被買収耕地面積の縮減を企闘して分地認可を相ついで願、出，消極

的とはいえ抵抗を試みた。とすれば，こうした地主の態度とは全く逆の，如

上の，一部地主からの田地献納という ，一体どのように理解したらよ

いのか。

『津軽承昭公伝』の編者は，前節で引用したように， 11償問法j実施の

諭Jに「富豪等感動j し「奮テ献進セントスルモノアノレニ至ノレjと記述して

いるが，これが事の真相を正しく伝えるものでないことは云うまでもなし、。

もっとも，次にかかげる一地主ーからの「献田」の願出の文面のように，この

伝記の記述を裏付けるかのような史料めがないわけではない。

此度持抱出方之内拾町歩被下置其余御買 i二被仰付候儀ニ付

御告諭之趣弁御演説之趣共徹骨身難有仕合恭存侯随而

御霞恩為冥加奉差上度儀先頃番付ヲ以泰申上侯処掛採用難被仰付旨被仰付

奉畏侯得共数百年之間タ

御厨恩ヲ以家名相続仕侯儀聯たり共奉報御国恩ハ此際与奉存奉申上候処御

採用難相成儀残念至極ニ奉存侯随市又々奉願候儀甚恐多奉存候得共先寄付

ヲ以奉願候通今一応宜敷調沙汰被イrn付浸此段幾重ニも奉顕侯以上

十月 阿部賢吉
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すなわち，この地主の場合，すでに一度「献aJを申出て容れられなかっ

たにもかかわらず，再度「御園思J~こ報いるためとしてこれを願出ているの

であり，文屈には，前節で、みた地主の態度とは裳腹な「帰国法」実施に協力

的な地主の姿勢が浮び出ている。これに対し，租税署は「賢台儀三拾町歩為

申度趣奉願候処時イ本相弁侯段御感称ニ余ザ候得共御採用難被成旨被

仰付{民間共設Eわ付候処:再ヒ願書J"iヒ提出し「琉ニ決心之上誠実願込之儀ニ付

如何様申諭候共更々心服百I仕体相見不申Jとして， I熱願之衷心深ク御憐察

被下援此度者本意遂セ候様御採用被仰付度Jと務庁に上申し，これにもとづ

き藩庁は，

先般採用難申付旨申付候処年来之奉報

御鴻態度旨ニ市再度願出之趣誠実決心始終確然たる志操神妙之至ニ付採用

申付候事

と，これを許可するにいたった。

このように， I献田Jはべつ強制されたものでなく地主の発意になるもの

で，むしろ藩はそうした地主の「志操Jに動かされてこれを容認したもので

あるかのようである。そして，この地主の場合だけでなくラ 「田畑御賢人一

件留J中の「献aJ関係書類に関するかぎり，他の地主の場合も「献aJは

すべてこうした形をとっているO しかし，これをもって， I献回jを自己の

不利益をも顧みず「御国患u~，こ報いようとした地主の心情に由来するものと
しては，これますこあまりに単純な把援と云えよう。なるほど、 「献四jは強

制によるものではなく，地主のg発的な意志によるものであったかも知れ

ない。しかし，地主の多くは，耕地買収に消極的とは云え抵抗を試みてい

るのであるから，一部の地主が自発的に「献田 J'を申出たのには，それなり

の理由があったに違いないのである。つまり，一部の地主に自発的な1-献回J

を促していったような客観的条件はなんで、あったか，があらためて間われて

しかるべきであろう O
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ところで， I献FEJはまったく無償であったわけではなし、。地主は「献AJJ

を申出て容れられると直ちに「家業!の新規開業の認可を願出，他方，

(租税努〉もこれにF忘じて 3年間10月訪日， I献および買収毘積の多

寡に応じて特定の家業主ど認可する「内規則Jを定めているO めそれは， 100 

町歩以上買収または30町歩以上献納のヨきには望みの家業二つ， 501llJ歩以上買

収または15町歩以上献納の者ーには造酒・質麗家業のうち一つ， 25町歩以上買

収または 5町歩以上献納の者には室・味噌・哲治・木綿・荒物・紋治家業の

うち一つ， 10密了歩以上買収または 1町歩以上献納の者には染麗・小売米・小売

酒その他の家業のうち一つを，希望に応じて新規に開業することを認可する

という内容のもので、あった。 10町歩以上の耕地を買収された地主も家業認可

の対象とされているが，家業認可願さと出した地主がすべて「献田j地主であ

ることからみて，これは「献回J地主を主たる対象として定められた方針(

これは「内規則Jであって公表されたものではない〉とみてよい。

こうして， I献回J地主46名のうち38名がこぞって家業認可願を出し，そ

のほとんどが承認された7)ょうである。前出の羽野木沢村の一地主の場合も，

「献田」を許されると間もなく，上方より杜氏を呼びょせ「造酒之上南部松

前表へ仕送御国益申上度侠問造酒家業被抑付度旨申出」ており，租税署は

「賢吉犠者三捻町歩献間仕時勢柄弥々相弁格別奇特之者Jとし， I御賞典可申

上部ニ御感H民間格段之御評議を以顕出之通商百石造酒家業被仰可然奉存候J

と藩庁に上申し，許可されるにいたっているO 自)家業認可願を出した地主

38名の家業種類別の内訳は，造酒家業17，醤油家業・染屋家業各5，室家業

3，味噌家業2，質壁兼味噌家業・木綿家業・荒物家業・小売酒家業・蝋燭

費削家業・舟手問屋家業各 1であるO 9) 

このように， I献FEJは必ずしも無償ではなく， I献地主の大部分は

その代境として家業を新規に営むことを許されたのであるが，ここで注意、を

要する点は，家業認可願な出した地主はもちろん， I献回」地主もすべて在

方地主であって，町方家業持地主は一人も含まれていないということであ

る。町方地主のうち一人として「献EBJを申出ている者がし、ない，というこ
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の事実は， 「献aJ地主の大部分が， 「献aJとほとんど同時に家業認可願

を出している と併せて，次のような想定を可能ならしめる。すなわち，

「献田」は，在方地主が家業の新規開業主ピ藩から認可してもらうためにとっ

ずこ一つの手段で、あった， ということである。そして，実はこの点に， さきの

設問に答える一つの手掛りがあるように思iわれる。つまり，一部の地主が自

発的に「献aJを申出た事実の裏には，在方家業の新規免許が， 吉田法 j

実施のこの時点で十分「献回」の代償となりえた一一少くとも「撤回J地主

にとってそう思われたF一一特殊事情が存在していたものと考えたし、のであ

る。

云うまでもなく，藩が在方家業の新規免許を「献田Jの代償としているこ

とは，弘前藩において当時なお在方家業に藩の強い統制jが加えられていたこ

とを意、味している。

「帰国 実施発表の少し前， 明治3年 8月13E1，審は「今般家業数三ど被

蕗止普く商家一同見込之産業相営拡く通商貿易之道を相開き物価平均不正之

商売無之様被仰付候間御趣意、之趨厚ク 々旧弊を改信実正直之商道根立

候様万一不正不実之者於有之者一)曹厳重之御所置可被抑付侯Jとして，次の

ごとく布令した。 10)

(前田各〉

諸家業之儀天保之麗御耳元調己来御定軒数之外:新家業之儀ハ堅く得差留被仰

付罷在候得共総而産業御取開之縄場合ニ付弘前井両浜商人共分限和応見込

之家業額出候様尤諸職人之儀ハ可為従前之通事

夜方江商戸栢土着侯丈ハ農事差締ニ相成候ニ付従前己来之外家業増之儀者難

被申付事:

仮其場処ニ等差支之向寝前段可被中付事

今般御改政ニ付弘前在浦之諸家業御印札不残新ニ書替御渡被申付侯尤先年

面改取調之節踏家業申出有之分者不残御差留被申付候事

位御役無役家業共取調之上是迄所持之御 ~p札租税署謡早速差出可申王許

諾家業譲渡借貸之儀是迄其時々申出来候得共己来譲渡借貸御主主留{険事
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家業相営兼者ハ早速御~p札上納追部分限相応之家業願出候ノ、 L 御開居可被

Eわ付事

造味噌家業新ニ御差立被中付挟間望之言者$出候様

是迄酒醤油絞油染賃豆腐直段之類前々御定法を以夫々割合之上直j段被Eわ付

来候得共己来其品普悪ニ寄査当之直段被中付侯ニ付精々勘弁之上正甚之富

段差立其段願出侯様

この布令は，前文に「物価之犠ニ付従前数度厳重御布令も有之候処軍事騒

擾ニイ寸前者許商虚ニ乗シ不当之直設を差立甚不土守之趣招開得侯へ共争舌L之i止

態揖締l句も御行自被成兼候場合引続昨年之劣作米食有之凶荒ニ陥リ只管庶民

生活之道知何と深く御配慮之余何等之御取直茂不為有其鐘被差立候処好商億

倖弥士急増長琉ニ当節之物価各藩無比類騰貴ニ至リ候」と述べ，これは「兎角

従前之仕癖相改不申家業仲間之者共均合勝手ニ直段立物価之権壊ニシ」てい

ることにもとづくものとの認識の上に立ち，物価安定と産業奨励のため株仲

間の改変を企図し，新規営業の許可，新鑑札の下付，株の売買禁止，日用必

需物資の価格統制等を規定したものである。これは，かの「商法大志J (明

治元年5月〉を起点とする中央における株仲間改廃の基本方針に応ずるもの

で、あったことは云うまでもなL、。ところで，ここで注目すべきことは，家業

の新規開業は弘前および「両兵J (青森および鯵ヶ沢〕においてのみ許され

ており，在方においては「農事差締ニ相成」る放をもって許されていないこ

とである。在方家業については，すでに寛政 4 (1792)年 9月の布令で，近

郷弁用のため従前許可されていたもの以外は税の有無にかかわらず新規に家

業を増やすことを禁じていたが，町方における家業数の1¥ilJ限を撤廃したこの

布令においても，在方家業については従来どおりの規制が加えられているの

である。

しかし，この在方家業に対する;事の強い規制jは，家業の新規開業が表方地

主にとってのみ「献EBJの代償となりえた理由を示すものではあっても，在

方地主が自発的に「献回」し，その代償に在方家業の認可を要求した積極的

理由主ど明らかにするものではない。
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次ic，浅瀬石村のー「献田J地主から提出された家業認可願11)を手掛り

に，この間の事情をさぐってみよう。その内容は次のとおりであるO

乍恐泰申上候私儀於当村味噌荒物家業江取懸専ら浜下之上向地積出方申度

心組ニ而罷在侯得共是迄之処内通無人故家業御願奉申上兼罷有候然処此節

商社御差立之御場合ニ御座候間近在出合之藁細工荒物類賀寄候得者一方之

観産物ニ相成候ニ付出合次第買集商社御手続ニ相成侯様取計候得者自然、近

在小枚之者助情ニ茂相成侯ニ付弥増盛産ニ相成侯儀者眼前与奉存侯尤味噌

之儀も仕込方念入上味噌仕入仕向地積出方専ら差働候ハ h是又一方之盛産

ニ可相成兼部見込も御陵{民間何連与も御国益ニ相成候心懸耳元計仕投ニ付何

卒以御燐態、於当村荒物味噌室共家業被1Jp付被下置度奉願侠乍恐右之趣宜御

汰汰奉仰(侯己上

午十一月

大庄屋御中

鳴梅富太郎

前書之通願$出吟味候処相違無御座侯顕之通御隠居被仰付度此段申上候以

上

大臣毘

租税御役所

これに対する租税署の裁量はこうであるO

租税署

汚Ij紙浅瀬石村鳴海富太郎儀味噌荒物広仕込之上浜下ケ向地江仕送り専ら御

国益申J一度右家業被仰付度旨申出生産御取開之折柄広く地払ニ裕成丈ヶ御

藩益ニも可相成立毘人儀持抱白方五町余献上仕奇特之至ニ御座候間格段之

御評議を以願出之内味噌家業御印札被下置可然奉存侯

十一月二十日

この地主の場合，買収の対象となった「余回J5町歩合ことごとく「献田」

したよて、味噌および荒物家業の認可を願出，うち味噌家業のみを「献田」の代

償として許可されているので、あるが，閉鎖は，その願出の文面にある。すな

わち，そこで「商社Jすなわち青森商社の設立にふれ，近在より藁工品・荒
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物類宅ピ集荷し，まずこ味噌醸造の上，これらを青森商社の商品販売ルートにの

ぜ， I向地積出」すなわち北海道へ移出すれば産業奨励の一助にもなろう，

というのが家業認可願の理由であって，青森商社の設立による対北海道交易

の展開という新たな事態が， I献回jの代償として家業の新規免許を顕出る

にいたった麗接的契機となっていたことが，この文面から読みとれるのであ

るO

青森商社は，藩の強制的指導のもとに，領内の特権商人を主な構成員とし

て，明治2年 3月設立されたものである。本部は青森，支部(耳元次所〉は弘

前におかれ，青森で、は酒造業者兼廻船問屋たる伊東養五郎をはじめとする藩

御用達商人11名，弘前では町方4名，在方2名の御用達荷人が「荷担人jに

命ぜ、られ，その運営の在に当った。営業資金は，藩の「貸下金Jとこれら

「荷担人Jおよび商社加入のその他の商人の出資金からなっていたが，大部

分は「貸下金Jに依存していたようである。設立「趣意書J~こも「今度商社

取初被成侯随て勧農者勿論産物殖し都会の方へ通商し大に利運を開追々御領

内宮焼に被為及度に付扱方手堅仕組上之元手之儀相応御貸附始終之御世話可

被為有(際関分限柄之者大頭取差立永年引受に被伸付侯に付無疑念在町望之言者

連々加入致(決様Jと記されている。ただし，前記「荷担人Jのほか領内の商人

がどの程度これに加ったかは明らかで、ない。しかし，とにかく青森商社は薄

の保護と統制!のもとに，種々の特権を付与され，上方より木綿・砂糖・離・

紙等の各種商品を独占的に移入し，また領内の主産物たる米・酒・味噌・藁

工品を集荷し，これらを主として北海道に移出して一時は莫大な利益をあげ

たようである。 I趣意書jの「別紙Jには「御園用之品専弘前へ障上品に寄

浜手にも可持越僻領内不自由無之様大場へも相廻し其他穏庭之見込ニ寄浮出

可被仰付事Jとあって，領内における物資の集荷・販売も青森商社の独占た

らしめ，藩の保護・統制下にある商社を媒介に領内の商品流通機構を再編成

しようとする目論見もあったようであるが，商社活動の中心は対北海道交易

にあり，寛文年間以降弘前j濯が確保していた北海道(松前〕における商権の

擁護と拡張に，設立の主たる目的があったみてよいようであるO 12) 
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青森商社についてはまだ立ち入った研究はなされておらず，不明の点が多

いのであるが，とにかく，高社設立後，弘前藩の領域経済は北海道交易の進

展と栂まって変貌をとげつつあったとみてよく，まさにこうした状況が，さ

きの家業認可願の背景になっていたのである。その家業認可願は，したがっ

て，これまで家業を禁じられていたー在方地主が，当時?蓄の保護のもとに北

海道へ独占的に商品を移出し莫大な利潤をあげつつあった青森商社の存在に

日し， r献田jの代慌に家業の認可をうけた上で向社に加入L，独占的幸IJ
i関の分前にあづかろうとする意図から出たものと云ってよかろう。そして，

このことは，他の「献!万J地主からの家業認可願(その大部分は現在発見でき

ず内容は不明だが〉の多くについても云いうるように思われる。例えば，前

記羽野木沢村の地主からの造語家業認可願も， r造酒之上南部松前表へ仕送」
ることが目的となっており，これまた青森商社の設立を前提にしていること

は疑いなく， まずこ「献回J地主が認可を願出た家業の過半が醸造業， とく

にその中心が酒造業で、あったことも， こうした推測を可能ならしめる。と

いうのは，青森商社の北、海道への移出商品の中心は酒であり，それの北海道

への独占的移出によって，酒造業者であると同時に落と結合した特権商人で

あった商社「荷担人Jが莫大な利益をあげていたという事実が研究上ある程

度明らかにされており 13)したがって， 「献回」地主の多くが造沼家業の認

可を願出ているのは，やはりこうした事実に着目し，白からも単なる小作米

販売者から酒造業者に転身し，青森商社の商品販売ノレートを通じて、その独

占的flJ~閏の分前にあづかろうとしたものと考えられるからである。

もっとも，これら家業認可願が出された明治 3年10月には，青森商社の本

部は実賀上弘前に移っており，青森を移出港とする北海道交易に中心をおい

た商社の活動は当時衰微しつつあり，まもなく内部の不統一と不正行為によ

って廃社の運命に見舞われたとされているから， r献田J地主の思惑は結局
はづれたことになるが，一部の在方地主が自ら rr甘え回Jを中出，その代償に
在方家業の新規免許を顕出ているのは，如上の理由によるものと忠われるの

である。青森商社の設立により在方家業の認可が特殊な意味をもつようにな
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っていた客観的条件のもとで，反当り 3両 3年賦支払いという条件による

滞の強制的な耕地買収に夜間した時，一部の地主に，こうした条件による買

収に応ずるよりも， I余田」の全部または一部を燕に献納し，その代償に在

方家業の認可をうる方が有利一一少くとも不利ではないーーと思わせ予 「献

回Jの道を選らばせたのだ，とみてよいのではあるまいか。もし，こうした

推測が許されるとすれば， I献は，決して「帰田法」の「告諭」に一部

の地主が「感動Jした結果で、はなく，しTこがって，前節でみた耕地買収をめ

ぐる地主の動向と矛腫ーするものではなく，藩の強制的耕地fi収に対する地主

のいま一つの対応、の仕方であったとしてよいであろう。

1) I弘前藻記録拾遺」第6号

2) u津軽承昭公伝~ P .283 

3) I明治四辛来年御郡中田畑獄筒井御買上認候J(写本〉によれば，獄図濁積の
合計は632町2反で全体の225￥となる。但し写本のせし、か数字に岩手疑問の

点があり，まずこ地主別の獄間部績の多くは反以下が切捨てられているような

ので，実際はこれを若干上廻るものと思われ，いず、れにしろ正確な数字とは

云えないが 3分の 1とL、う割合はやや過大で、はないか，と考えられる。

4) 言iJ掲「田畑献問弁御買上調帳J

5) IE敵国御貫入一件留三J
前向上。

7) I弘前藻記録拾遺J第8号には「献回ユ依テ家業願済Jとして願出た家業7.11]
の「献田J地主38人の氏名および献街頭積が記載されているが，これらす

べてが認可されたものかどうかは切らかでない。しかし，さきの「内競刻J
の内容，および他の史料にも家業認可願が却下されている例が見当らないこ

とからして，おそらくそのほとんど、が添認、されたものと思われる。

8) IEB焔御貿入一{牛留三J
9) 前掲「記録拾遺J第6号

10) I弘前漆記事J

11) I田畑御寅入一件留三」

12) 青森商社については『青森市史(建築編)~に比絞約詳しい記述がある。ほ

かに松木fJi[I津軽消洛資本と青森商社J CU社会経済史学』第17巻 3 号所~又〉

参照。

13) 松木・前掲論文。

C1963.11.30) 

〔付記〕 本稿は昭和36年度文部省科学研究費交付金による研究の一部である。
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